
都道府県がん情報及び匿名化が行われた都道府県がん情報の提供に関する福岡県事務処理要領 

 改正後 現 行 

（目的） 

第１条 略 

 

（用語の定義） 

第２条 この要領において使用する用語は、法及び「全国がん登録情報の提供マニュアル第７

版」（令和８年７月厚生労働省、国立研究開発法人国立がん研究センター。以下「提供マニュ

アル」という。）において使用する用語の例によるほか、次の定義に従うものとする。 

一 法、政令、省令 

本要領において「法」とは、がん登録等の推進に関する法律（平成 25年法律第 111号）

をいい、「政令」とは、がん登録等の推進に関する法律施行令（平成27年政令第323号）を

いい、「省令」とは、がん登録等の推進に関する法律施行規則（平成27年厚生労働省令第137

号）をいう。 

二 全国がん登録情報（法第２条第７項） 

本要領において「全国がん登録情報」とは、全国がん登録データベースに記録された登録

情報（法第５条第１項）のうち匿名化が行われていないものをいう。法第 17 条第１項及び

法第21条第１項から第３項までの規定により提供される情報を含む。 

三 都道府県がん情報（法第２条第８号） 

  本要領において「都道府県がん情報」とは、全国がん登録情報のうち、福岡県ががんの初

回の診断時におけるがんに罹患した者の住所として記録された福岡県のがんに係る情報及び

福岡県の区域内の病院等から届出がされたがんに係る情報をいう。法第 18 条第１項、法第

19条第１項及び法第21条第８項の規定により提供される情報を含む。 

四 匿名化（法第２条第９号） 

本要領において「匿名化」とは、がんに罹患した者に関する情報を当該がんに罹患した者

の識別（他の情報との照合による識別を含む。）ができないように加工することをいう。 

五 特定匿名化情報（法第２条第10号） 

本要領において「特定匿名化情報」とは、全国がん登録データベースにおいて政令で定め

る期間（100 年）を経過した後に匿名化が行われる全国がん登録情報（法第 15 条第１項）

と、提供の頻度が高いと見込まれる情報として、あらかじめ匿名化が行われ、全国がん登録

データベースに記録された情報（法第21条第５項及び第６項）をいう。 

六 情報 

本要領において「情報」とは、都道府県がん情報及びその匿名化が行われた情報の総称を

いう。なお、「匿名化が行われた情報」には、特定匿名化情報だけではなく、特定匿名化情

（目的） 

第１条 略 

 

（用語の定義） 

第２条 この要領において使用する用語は、法及び「全国がん登録情報の提供マニュアル第６

版」（令和８年４月厚生労働省、国立研究開発法人国立がん研究センター。以下「提供マニュ

アル」という。）において使用する用語の例によるほか、次の定義に従うものとする。 

一 法、政令、省令 

本要領において「法」とは、がん登録等の推進に関する法律（平成25年法律第111号）を

いい、「政令」とは、がん登録等の推進に関する法律施行令（平成27年政令第323号）をい

い、「省令」とは、がん登録等の推進に関する法律施行規則（平成 27年厚生労働省令第 137

号）をいう。 

二 全国がん登録情報（法第２条第７項） 

本要領において「全国がん登録情報」とは、全国がん登録データベースに記録された登録

情報（法第５条第１項）のうち匿名化が行われていないものをいう。法第17条第１項及び法

第21条第１項から第３項までの規定により提供される情報を含む。 

三 都道府県がん情報（法第２条第８号） 

  本要領において「都道府県がん情報」とは、全国がん登録情報のうち、福岡県ががんの初

回の診断時におけるがんに罹患した者の住所として記録された福岡県のがんに係る情報及び

福岡県の区域内の病院等から届出がされたがんに係る情報をいう。法第 18 条第１項、法第

19条第１項及び法第21条第８項の規定により提供される情報を含む。 

四 匿名化（法第２条第９号） 

本要領において「匿名化」とは、がんに罹患した者に関する情報を当該がんに罹患した者

の識別（他の情報との照合による識別を含む。）ができないように加工することをいう。 

五 特定匿名化情報（法第２条第10号） 

本要領において「特定匿名化情報」とは、全国がん登録データベースにおいて政令で定め

る期間（100年）を経過した後に匿名化が行われる全国がん登録情報（法第15条第１項）と、

提供の頻度が高いと見込まれる情報として、あらかじめ匿名化が行われ、全国がん登録デー

タベースに記録された情報（法第21条第５項及び第６項）をいう。 

六 情報 

本要領において「情報」とは、都道府県がん情報及びその匿名化が行われた情報の総称を

いう。なお、「匿名化が行われた情報」には、特定匿名化情報だけではなく、特定匿名化情報
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報として全国がん登録データベースに記録されていないものの、提供依頼申出者から提供を

求められたため、匿名化を行い提供する情報も含まれる。 

七 提供依頼申出者 

本要領において「提供依頼申出者」とは、情報の提供を求める者（法第17条から第21条

までの規定に基づき情報の提供を受けようとする者のうち、情報の提供を行う者に対して申

出を行う者）をいう。 

八 利用者 

本要領において「利用者」とは、情報の提供を受け、これらを利用する者をいう。 

九 病院等 

  本要領において「病院等」とは、法の規定に基づき全国がん登録情報を届け出た病院又は

福岡県知事に指定された診療所をいう。 

十  審議会 

本要領において「審議会」とは、福岡県知事が意見を聴く「福岡県がん登録情報利用等審

議会」（条例第50号）をいう。 

十一 定義情報等 

本要領において「定義情報等」とは、情報がどのような内容であるか示すものをいう。例

えば、データレイアウト様式、符号表等の提供を受けた情報等と結びつけて当該データを定

義するために必要な情報、また、プログラム等公表された統計表を作成するために必要な情

報、電子計算機処理に必要な情報のことをいう。 

十二 国外に在る者を含む場合 

   本要領において「国外に在る者を含む場合」とは、情報利用時に利用者が国外に在住して

いること若しくは利用場所又は所属する組織が国外に所在することをいう。例えば、日本国

籍であり、海外留学等による一時的な出国であった場合においても、利用時に国外に在住す

る場合は国外に在る者に該当する。また、利用者は国内在住者であっても、所属する組織の

所在が国外にある場合や治外法権を有する者は国外に在る者に該当する。 

 

（運用体制等） 

第３条 略 

 

（情報及び定義情報等） 

第４条 略 

 

 

として全国がん登録データベースに記録されていないものの、提供依頼申出者から提供を求

められたため、匿名化を行い提供する情報も含まれる。 

七 提供依頼申出者 

本要領において「提供依頼申出者」とは、情報の提供を求める者（法第17条から第21条

までの規定に基づき情報の提供を受けようとする者のうち、情報の提供を行う者に対して申

出を行う者）をいう。 

八 利用者 

本要領において「利用者」とは、情報の提供を受け、これらを利用する者をいう。 

九 病院等 

  本要領において「病院等」とは、法の規定に基づき全国がん登録情報を届け出た病院又は

福岡県知事に指定された診療所をいう。 

十  審議会 

本要領において「審議会」とは、福岡県知事が意見を聴く「福岡県がん登録情報利用等審

議会」（条例第50号）をいう。 

十一 定義情報等 

本要領において「定義情報等」とは、情報がどのような内容であるか示すものをいう。例

えば、データレイアウト様式、符号表等の提供を受けた情報等と結びつけて当該データを定

義するために必要な情報、また、プログラム等公表された統計表を作成するために必要な情

報、電子計算機処理に必要な情報のことをいう。 

十二 国外に在る者を含む場合 

   本要領において「国外に在る者を含む場合」とは、情報利用時に利用者が国外に在住して

いること若しくは利用場所又は所属する組織が国外に所在することをいう。例えば、日本国

籍であり、海外留学等による一時的な出国であった場合においても、利用時に国外に在住す

る場合は国外に在る者に該当する。また、利用者は国内在住者であっても、所属する組織の

所在が国外にある場合や治外法権を有する者は国外に在る者に該当する。 

 

（運用体制等） 

第３条 略 

 

（情報及び定義情報等） 

第４条 略 
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（事前相談） 

第５条 略 

 

（提供依頼申出者からの申出文書の受付及び形式の点検） 

第６条 略 

 

（申出文書に基づく審査） 

第７条 略 

 

（審査結果の通知） 

第８条 略 

 

（情報及び定義情報等の提供） 

第９条 九州がんセンターは、がん感染症疾病対策課が応諾通知書により申出された情報を提

供する旨通知した後、速やかに提供依頼申出者に対し、情報の送付書（様式第７号）により

当該情報の電子媒体転写分及び当該情報の定義情報等の提供等を行うものとする。また、都

道府県がん情報の提供に該当する申出の場合には、提供依頼申出者から、都道府県がん情報

との照合のため、当該がんに係る調査研究を行う者が保有する情報の提供を受けた後の照合

作業についても、速やかに実施することとする。 

２ 情報の提供の手段は、「安全管理措置マニュアル」に従って、電子媒体や紙を移送する場合

には、郵便追跡サービス付きの郵送方法を利用し、情報依頼申出者がこのための返信用レタ

ーパックを用意するものとする。なお、情報漏洩防止の観点から、電子媒体転写情報は、暗

号化しパスワードを付して提供する。また、電子媒体によって情報を受け渡しする際は、他

のデータの混在や、コンピュータウイルスの感染を防ぐため電子媒体について未使用品を使

用し、提供依頼申出者がこれを用意するものとする。提供依頼申出者が提供された情報を保

健環境研究所から運搬する場合、移送中は当該情報に対して、常に人を付け、鞄や紙袋に入

れる等、外部の人間が資料を直接見ることができないようにするものとする。さらに、全国

がん登録システムのネットワーク、厚生労働大臣がそれに準ずると指定する安全が確保され

たネットワークを除く、インターネット等の通信回線を通じたオンラインによる情報の提供

等については行わないものとする。 

３ 九州がんセンターは、第１項に基づき提供依頼申出者に提供した情報について、提供依頼

申出者が読み取りエラー等の障害を発見し、情報を受領してから 14 日以内に申し出た場合

は、障害を確認した上で、提供電子媒体の交換に応じるものとする。なお、当該申出に係る

障害が、九州がんセンターの帰責事由による場合は、提供依頼申出者からの返却にかかる費

（事前相談） 

第５条 略 

 

（提供依頼申出者からの申出文書の受付及び形式の点検） 

第６条 略 

 

（申出文書に基づく審査） 

第７条 略 

 

（審査結果の通知） 

第８条 略 

 

（情報及び定義情報等の提供） 

第９条 九州がんセンターは、がん感染症疾病対策課が応諾通知書により申出された情報を提

供する旨通知した後、速やかに提供依頼申出者に対し、情報の送付書（様式第７号）により

当該情報の電子媒体転写分及び当該情報の定義情報等の提供等を行うものとする。また、都

道府県がん情報の提供に該当する申出の場合には、提供依頼申出者から、都道府県がん情報

との照合のため、当該がんに係る調査研究を行う者が保有する情報の提供を受けた後の照合

作業についても、速やかに実施することとする。 

２ 情報の提供の手段は、「安全管理措置マニュアル」に従って、電子媒体や紙を移送する場合

には、郵便追跡サービス付きの郵送方法を利用し、情報依頼申出者がこのための返信用レタ

ーパックを用意するものとする。なお、情報漏洩防止の観点から、電子媒体転写情報は、暗

号化しパスワードを付して提供する。また、電子媒体によって情報を受け渡しする際は、他

のデータの混在や、コンピュータウイルスの感染を防ぐため電子媒体について未使用品を使

用し、提供依頼申出者がこれを用意するものとする。提供依頼申出者が提供された情報を保

健環境研究所から運搬する場合、移送中は当該情報に対して、常に人を付け、鞄や紙袋に入

れる等、外部の人間が資料を直接見ることができないようにするものとする。さらに、全国

がん登録システムのネットワーク、厚生労働大臣がそれに準ずると指定する安全が確保され

たネットワークを除く、インターネット等の通信回線を通じたオンラインによる情報の提供

等については行わないものとする。 

３ 九州がんセンターは、第１項に基づき提供依頼申出者に提供した情報について、提供依頼

申出者が読み取りエラー等の障害を発見し、情報を受領してから 14 日以内に申し出た場合

は、障害を確認した上で、提供電子媒体の交換に応じるものとする。なお、当該申出に係る

障害が、九州がんセンターの帰責事由による場合は、提供依頼申出者からの返却にかかる費
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用及び再送付の費用を、保健環境研究所が負担するものとする。 

４ がん感染症疾病対策課は、提供依頼申出者に対して、情報受領後 14 日以内に情報の受領

書（様式第８号）を提出させる。 

５ 病院等の管理者が法第 20 条に基づき都道府県知事から提供を受けた生存確認情報は、当

該病院等における院内がん登録その他のがんに係る調査研究に利用することができる。加え

て、病院等は、提供を受けた生存確認情報について、「全国がん登録 情報の利用マニュアル」

第16に従い加工を施し取り扱われる場合、当該情報を第三者に提供することが可能である。 

 

（調査研究成果の公表前確認等） 

第10条 略 

 

（利用期間中の対応） 

第11条 略 

 

（利用期間終了後の処置の確認） 

第12条 略 

 

（提供状況の厚生労働大臣への報告） 

第13条 略 

 

（利用者に国外に在る者を含む場合の情報提供） 

第14条 略 

 

（その他） 

第15条 略 

附則 

（施行期日） 

この要領は、平成31年3月15日から施行する。 

 

附則 

この要領は、令和５年５月１５日から施行する。 

 

 

用及び再送付の費用を、保健環境研究所が負担するものとする。 

４ がん感染症疾病対策課は、提供依頼申出者に対して、情報受領後14日以内に情報の受領書

（様式第８号）を提出させる。 

 

 

 

 

 

（調査研究成果の公表前確認等） 

第10条 略 

 

（利用期間中の対応） 

第11条 略 

 

（利用期間終了後の処置の確認） 

第12条 略 

 

（提供状況の厚生労働大臣への報告） 

第13条 略 

 

（利用者に国外に在る者を含む場合の情報提供） 

第14条 略 

 

（その他） 

第15条 略 

附則 

（施行期日） 

この要領は、平成31年3月15日から施行する。 

 

附則 

この要領は、令和５年５月１５日から施行する。 
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附則 

この要領は、令和７年４月１１日から施行する。 

 

附則 

この要領は、令和８年４月２４日から施行する。 

 

附則 

この要領は、令和８年８月１２日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附則 

この要領は、令和７年４月１１日から施行する。 

 

附則 

この要領は、令和８年４月２４日から施行する。 

 

 


